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はじめに一研究の背景と目的一
　精神障害者地域生活支援センター（以下、地域
生活支援センターと記す）は、1996年度から精神
障害者地域生活支援事業として始まり、1999年の
精神保健福祉法の一部改正により法内施設となっ
た新しい施設で、その目的は「地域で生活する精
神障害者の日常生活の支援、日常的な相談への対
応や地域交流活動などを行うことにより、精神障
害者の社会復帰と自立と社会参加の促進を図る」
（1996年5月、精神障害者地域生活支援事業実施
要綱）となっており、精神障害者の地域支援を担
う活動拠点として、24時間365日の対応を期待さ
れた施設である。1996年度は全国で22カ所だった
が、2003年には350カ所（厚生労働省障害保健福
祉部調査）を超えて、全国各地に急増している。
　一方精神障害者を取り巻く状況が急激に変化し
てきている。2004年4月より、地域における精神
保健福祉活動を市町村中心に展開していくため、
精神障害者に関する福祉業務の一部が市町村に移
管され、市町村は相談業務等を地域生活支援セン
ターに委託できることになった。さらに厚生労働
省は2004年10月、2005年度からの障害者施策の改
革試案において、現在分かれている身体・知的・
精神障害者に対するサービスを一本化する「障害
者サー・一・ビス法（仮称）」の設定を打ち出した。
　このような状況の中で、地域生活支援センター
の果たす役割に対しての期待が増大し、地域生活
支援センターを中心とした、地域生活支援システ
ムの構築が重要視されている1）。
　しかし一方では、障害者プランにより地域生活
支援センターが各地域に急速に設立されたこと
で、開設後数年以内の新しい施設が多く若い職員
が中心となっているため2）、その活動状況に施設
問格差が大きい3）のが現実である。
　また2002年12月、社会保障審議会障害者部会精
神障害分会から出された「今後の精神保健医療福
祉施策について」の社会復帰施設の充実の項目で
は、「地域生活支援センターについては引き続き
整備が必要である」と記されているが、同時期に
・出された新障害者プランでは地域生活支援セン
ターの数値目標が、全国650カ所から470カ所に引
き下げられた。同報告書で今後の精神保健医療福
祉サービスが、在宅福祉サービスの充実を上げて
いる中で、地域における支援システムの拠点とな
るべき地域生活支援センターの数値目標が下げら
れたことはどのように解釈すればよいのだろう
か。報告書の今後の検討課題の項目に「地域生活
支援センターについては、地域で生活する精神障
害者を支援する身近な施設であることから、他の
障害者施策との関連、これまでの活動実績の評価
等も考慮し、地域生活支援センター相互や市町村
　との連携も含め、検討会等の場でそのあり方を更
　に検討する。」とある。地域生活支援センターが
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法内施設となって4年、国の施策としての地域生
活支援センターのあり方、役割、機能が、現在改
めて問われている。
　本研究は、全く異なる地域特性やその設立背景
をもつ地域生活支援センターが現在行っている具
体的な支援活動の実態と、それぞれの地域におい
て地域生活支援センターが担うべきだと考えられ
ている役割や機能についての調査を行い、その結
果を分析することにより、地域生活支援センター
が地域の生活支援活動の拠点となるために必要な
コアとなる機能について考察し、今後の地域生活
支援センターのあり方について考える。
対象及び方法
　対象施設は、「障害者プランの進捗と地域サ
ポートシステム」3）によって示された地域生活支
援センターの設置形態と機能による4分類：在宅
支援型、サポートシステム型、市町村設置型、退
院促進型のうち、退院促進型を除く3分類よりそ
れぞれ1か所、計3か所の地域生活支援センター
を抽出した。4）
　それぞれの地域生活支援センターが所属する地
域の特性、開設の背景に関しては、設立に関わっ
た関係者を各施設長より推薦していただき、その
中で本調査の目的を理解し、承諾の得られた方か
ら聞き取り調査を行った。また同じ地域関係者
に、その人が考える地域生活支援センターの役割
と機能についても質問した。　　　　　　　　　’
　地域生活支援センター全職員（施設長を含む）
に対して、現在の活動状況と地域生活支援セン
ターが地域で担うべき役割、機能についての聞き
取り調査を行った。職員の聞き取り調査には、質
問事項の標準化を図るため、焦点面接法を用い
た。質問項目は大正大学の障害保健福祉研究班に
よって行われた調査5）を参考に作成した。
　データの分析は、逐語記録を質問項目別に再構
成し（その際できるだけ対象者の表現を用いた）
それを調査資料として行った。調査結果は施設ご
とに整理し、各センターの提供しているサービス
や地域で期待されている役割と機能の共通点とそ
の違いを比較検討することによって、地域生活支
援センターにとって不可欠な役割と機能について
考察した。
調査結果
　1．　Aセンター
　（1）概　要
　　①設立年月日　2002年4月1日
　　②設置運営主体社会福祉法人
　　③併設施設　 授産施設
　　④登録人数（2002年度末）
　　　　　172人（2003年9月200人を超える）
　（2）特　徴
　①設立背景
　官民一体となった精神保健福祉に関する市の障
害者プランを具現化するための運動の中から、地
域支援活動の拠点として開設された。公設民営方
式として、土地建物はA市が提供し、運営は福祉
法人が行っている。また開設時から市の障害福祉
課、保健センターと同じ精神保健福祉の相談窓口
をAセンターが持つことになった。これは地域の
精神保健福祉の関係者、家族、当事者を含めた活
動が行政を巻き込む形で大きくなり、必要な資源
の構築を目指した結果である。運営を任せた福祉
法人の設立には行政からの応援もあった。
②対象エリア
　Aセンターは上記のように、A市内の関係者グ
ループとA市の協働によって設立された。A市以
表1　Aセンター職員フェイスシート
性別 年齢
学歴・資格
経験年数
センター 他福祉領域
施設長 ♂ 46 高校卒 2年目 23年
a（常勤） ♀ 42 福祉系大学卒、精神保健福祉士 6年目 12年
b（非常勤） ♂ 25 福祉系大学卒 1ケ月 なし
c（常勤） ♀ 24 心理系大学卒、精神保健福祉士 2年目 なし
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外からの利用者もいるが、行政との連携やネット
ワークを考えると、実質上はA市（人口約21万
9000人）が対象エリアとなっている。設立に関
わった行政関係者は当初、A市内にもう1ヵ所の
地域生活支援センターをオープンさせ、2つの地
域生活支援センターを中心としたA市の精神保健
福祉システムの構築を想定していた。
　③資源の質と量
　現在A市内に授産施設（Aセンターと併設）、
作業所2、家族会1、当事者グループ1、ボラン
ティアグループ1があるが、まだまだその数は少
なく資源開発はこれからの課題である。また現在
ある資源もその歴史は浅く、活動内容について模
索中といった状況である。
　④ネットワークの存在
　Aセンター設立には以前から地域にある市民の
ネットワークと行政が関わったため、精神保健福
祉連絡会議（各機関報告、地域の状況把握、必要
な資源についての打合せ等）、精神保健福祉業務
連絡会議（事例検討会）にはAセンター開設と同
時に参加。さらにA市の精神保健相談窓口であ
る、市の障害課、市保健センター、Aセンターに
よる3窓ロの連絡会として、レビュー会議（事例
報告、3つの窓口業務の連絡会議）が設けられ、
運営されている。また、Aセンター単独で取り組
むことが難しい問題（ひきこもり等）について
は、Aセンターが呼びかけ問題解決のための新し
いネットワーク作りにも取り組んでいる。
　⑤利用者の特徴
　利用者が急激に増加しており、初年度172名、
2年目ですでに200人を超える登録者がいる。利
用者の73％がA市在住者で、年代別見ると20代、
30代が全体の約70％を占め、78％が家族と同居し
ている。また他機関（作業所、デイケアなど）を
利用していない人が65％いる。それに対して、通
院先には偏りがなく、A市内の病院、クリニック
3ヵ所を合わせても38％弱で、他の地域の医療機
関利用者も多い。家族との同居率が高いことか
ら、家族と一緒に来所することから始める利用者
が多く、比較的年齢が若い利用者が多いため、就
労に対する関心が高い。
　⑥開設に中心的に関わった人物
　当事者、家族、精神科医療関係者、社会福祉協
議会職員、市職員と様々な立場の人が個人として
参加し作った精神保健福祉の団体が、行政を巻き
込む形で活動を展開し、団体の法人化とAセン
ター開設を成し遂げた。特にこの団体の立ち上げ
を呼びかけた、当時の社会福祉協議会職員は、現
在はAセンターの所長となっている。
　2．　Bセンター（3障害の相談支援事業）
　Bセンターは、介護老人保健施設等が入ってい
る複合福祉施設（福祉総合エリア）の一部であ
る。Bセンターの3障害相談支援事業は、精神障
害者地域生活支援センター、市町村障害者生活支
援事業、地域療育等支援事業の3つが一緒になっ
ており、法律的にはまったく別の地域支援事業で
ある。しかし職員は一応事業別になってはいる
が、実際の業務はすべての職員が協力して行って
いる。そのため、精神障害担当者のみを対象とし
た調査は意味をなさない。そこで今回の調査では
3障害すべての担当者を対象として行った。
　（1）概　要
　　①設立年月日　2001年4月1日
　　②設置主体　　市
　　③運営主体　社会福祉協議会
　　④併設施設老人保健施設、在宅介護支援
　　　　センター等が入っている複合福祉施設
　　⑤登録人数（2003年7月現在）33人
　（2）特徴
　①設立背景
　B市の障害者計画は「市民が障害や年齢に関係
なく、使いたい時に使えるサービスを」という考
えのもとに策定され、その実現のため福祉総合エ
リアが開設し、その中にBセンターができた。総
合福祉エリアはB市が中心となって障害保健福祉
圏域の他の町村に呼びかけをして開設したもの
で、他の町村も資金を拠出している。
　②対象エリア
　B市が中心となってできたBセンターではある
が、その設立経緯から障害保健福祉圏域内の他の
町村（5町3村）の支援も視野に入れているた
め、対象エリアとしては、圏域全体（人口約24万
人）である。開設に関わった関係者は、対象地域
が広いため、理想的な対象エリアはB市（人口9
万6000人）であると語っている。
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表2　Bセンター職員フェイスシート
性別 年齢 担当
学歴・資格
経験年数
センター 他福祉領域
所長 ♂ 40 福祉系大学卒、精神保健福祉士、作業療法士 3年目 年
」（常勤） ♂ 26 精神 福祉系大学卒、精神保健福祉士 3年目 なし
k（常勤） ♂ 26 精神 福祉系大学卒、精神保健福祉士 1年目 なし
1（常勤） ♀ 25 精神 福祉系大学卒、精神保健福祉士 3年目 なし
m（常勤） ♂ 32 身体 福祉専門学校卒 2年目 なし
n（非常勤） ♂ 57 身体 経済学部卒　　　　　　　＊身体障害者 3年目 なし
o（非常勤） ♀ 39 身体 福祉系大学卒 1年目 11年
P（常勤） ♀ 25 身体 福祉系大学卒、社会福祉士、介護福祉士 1年目 2年
q（常勤） ♀ 47 知的 教育学部卒、言語療法士 1年目 22年
r（常勤） ♀ 32 手話 手話通訳専門学校卒 2年目 9ケ月
s（非常勤） ♀ 42 精神 短大卒、幼稚園・小学校・保母の資格 3年目 保育所7年
t（非常勤） ♀ 37 精神 ホームヘルパー2級 1年目 3年
　③資源の質と量
　B市がある障害保健福祉圏域の精神保健福祉関
係の資源はほとんどB市に集中しており、生活訓
練施設1、地域生活支援センター2、作業所3と
なっている。このため公的資源であるBセンター
の他の町村への協力が求められている。また生活
訓練施設に併設された医療法人立の地域生活支援
センターの方が、歴史が古く、同じB市にあるた
め、その地域生活支援センターとの連携や役割分
担が課題となっている。
　身体障害、知的障害にもそれぞれ社会資源があ
るが、法律上現在は障害別の利用に限られてい
る。3障害統合のBセンターには、市町村を中心
としたサービス展開を考える上で、障害別に分か
れている社会資源の共有化を検討していくという
課題もある。
④ネットワークの存在
　障害別のネットワークが存在しているが、3障
害の中でも精神保健福祉関連のネットワークがま
だ進んでおらず、その構築が課題となっている。
また社会資源と同様に、3障害統合のBセンター
には障害別のネットワークをいかに有機的に交差
させるかの期待が課せられている。
⑤利用者の特徴
　Bセンターには障害者に限らず．市民からの相
談も受け付けるため、多様な人が来談する。精神
保健関係の利用者は、Bセンターの特徴を反映し
て他の地域生活支援センターに比べ病名に偏りが
少ない（統合失調症は41％と半分以下で、神経症
圏や気分障害が続く）。障害別や内容によって、
相談窓口が分かれていないので、利用者にとって
分かりやすく、地域の中で今のサービスや制度に
繋がっていない、ひきこもりなどの利用が増えて
いる。
⑥設置に中心的に関わった人
　Bセンターを含む福祉エリア全体の構想を練っ
たのは、B市の障害者計画策定における当時の
ワーキンググループの一員であった人物である。
そのため、Bセンターは最初から障害別、年齢別
ではない市民全体を対象とした、総合相談窓口と
サービスの提供を視野に入れたものとなった。
3．　Cセンター
（1）概　要
①設立年月日　1997年4月1日
②設置運営主体社会福祉法人
③併設施設　なし（単独）
④登録人数（2003年8月現在）約130人
　　　（共同住居、グループホーム入居者を含む）
（2）特　徴
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表3　Cセンター職員フェイスシート
経験年数性別 年齢 学歴・資格
センター 他福祉領域
施設長 ♂ 41 福祉系大学卒、精神保健福祉士 6年目 13年
u（常勤） ♂ 30 福祉系大学卒、精神保健福祉士、社会福祉士 6年目 なし
v（常勤） ♂ 25 福祉系大学卒、精神保健福祉士、社会福祉士 2年目 なし
w（常勤） ♀ 24 福祉系大学卒、社会福祉士 3年目 なし
x（非常勤） ♀ 50 高卒 5年目 なし
y（非常勤） ♀ 58 調理師免許 3年目 なし
　①設立背景（設置形態）
　Cセンターは、この地域で構想され運用されて
いる「精神障害者社会復帰地域支援システム」の
中で地域の生活支援の拠点として組み込まれてい
たが、国の法定化によって改めてシステムの中に
地域生活支援センターとして位置づけられた。当
初は授産施設に付置されていたが、法改正により
事業から社会復帰施設に位置づけられた時、「地
域生活支援センターは基本的にはすべての人に開
かれ利用される公共性の高い機能を有したもの」
という考えに基づき、授産施設から独立した。
　②対象エリア
　Cセンターの対象エリアの広さは東京、千葉、
埼玉を合わせた面積に等しく、そこに36万人が暮
らしている。この地域は、交通網の関係から地域
の住民のほとんどがこの地域の病院、福祉資源を
利用し、他の地域からの利用者がほとんどないた
め、完結型の診療圏、精神保健福祉圏になってい
る。
　③社会資源の質と量
　この地域は、早くから様々な精神保健福祉関係
の資源開発に取り組んだことにより、多様な社会
資源がある。住居資源としては、援護寮1、グ
ループホーム3、共同住居11（地方自治体単独事
業）、管理住居4　（補助金外事業）、その他支援下
宿、アパートが数箇所ある。通所資源としては、
授産施設1、作業所7、行政（保健所中心）が行
うデイケア8、セルフヘルプグループ15、その他
ボランティアグループが運営する溜まり場なども
ある。
　またこれらの社会資源はすべて、特定の医療法
人が設立しても地域全体の資源として捕らえ、地
域の精神障害者が誰でも自由に使える、オープン
システムで運営されている。
④ネットワークの存在
　早い時期（約30年前）からのソーシャルワー
カーを中心にした地域での取り組みにより、様々
なネットワークが地域に張り巡らされている。ネ
ットワークにはソーシャルワーカーや医者などの
職能集団、家族や当事者グループ、ボランティア
が参加した、地域の精神保健福祉関係者によるも
の、さらに医療や福祉関係者だけでなく、地域の
経済人や地域リーダーなども組み込まれたネット
ワークもある。それらのネットワークを利用して
新しい社会資源の開発運営、地域への啓発活動、
関連団体の育成など、多義に渡る障害者のための
街づくり、地域づくりがおこなわれてきた。
　⑤利用者の特徴
　利用者は、他の精神保健福祉関係の機関に所属
している人がほとんどで、Cセンターのみに登録
している人は少ない。また地域生活支援センター
の各スタッフが共同住居、グループホームの担当
をもち、グループホームの世話人と役割分担をし
ながら利用者の支援に関わっているため、共同住
居やグループホーム入居者はCセンターに登録し
ている。
　⑥開設に中心的に関わった人物
　この地域には早くから地域における精神保健福
祉活動に着目し、地域の資源開発やネットワーク
づくりに取り組む指導者（ソーシャルワーカーな
ど）が存在した。彼らは地域全体の生活支援（グ
ランドデザイン）について考え、それを行政に働
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表4　3センターが提供しているサービスの状況とそれに対する職員の意識
Aセンター Bセンター Cセンター
個別支援 コーディネイトやケアマネジメ
塔g
コーディネイトやケアマネジメ
塔g
アウトリーチ
iケアマネジメント実施中）
グループ活動 行き場のない利用者をセンターﾉ繋げるためのグループ活動
自助グループや仲間づくりの
ｫっかけとなるグループ活動
他施設と協力して、地域に誰で
燻Q加できるグループを作る
フリースペース 居場所機能Oループ活動の場
居場所機能
Oループ活動の場
居場所機能
仲間作り・自助
Oループの育成 グループ活動を通しての育成 グループ活動を通しての育成 地域の自助グループへの仲介
就労支援 併設の授産施設や役割分担。就J前支援、福祉的就労への紹介
障害者就労センターと役割分
S。就労前支援が中心
地域の授産施設と役割分担。
コミュニテイ
潤[ク
ニーズ把握と情報発信
糟ｹの有効活用や開発
lットワーク（他機関との連携）
ﾌ構築
ニーズ把握と情報発信
糟ｹの有効活用や開発
lットワーク（他機関との連携）
ﾌ構築
ニーズ把握と情報発信
?ｶのネットワークの維持と有
??p
きかけることにより「精神障害者社会復帰地域支
援システム」として構築していった。
　4．地域生活支援センター調査結果の比較
　前項では現在提供しているサービスや、それぞ
れの地域で各センターが担っていくべき役割や機
能に特に影響していると考えられる要因：①設立
背景、②対象エリア、③社会資源の質と量、④ネ
ットワークの存在、⑤利用者の特徴、⑥開設に中
心的に関わった人物、を取り上げ各センターの特
徴としてまとめた。
　ここでは職員と地域関係者への聞き取り調査結
果からまとめた、（1）現在提供しているサービス状
況とそれに対する職員意識（表4）と②職員と地
域関係者から上げられた地域生活支援センターの
役割と機能（表5）の内容について、上記の6項
目に着目しながら比較検討した。
　（1）提供しているサービスの状況とそれに対
　　　する職員の意識
　①個別支援について、現在の状況と地域生活
　　支援センターの役割
　Aセンター、Bセンターは共に、個別支援の中
心は、具体的なサービスを提供するというより、
利用者が地域で生活していくためのネットワーク
作りや地域にある他の機関に繋げるための、コー
ディネイトやケアマネジメントが中心であると考
えている。どちらも、訪問や同行などのサービス
提供も行っているが、それは他の機関に繋がるま
での援助であったり、他のサービスが無い、ある
いは利用できない場合に一時的に対応するための
ものだと捉えている。これは、登録者数が急増し
ているAセンターでもっと具体的サービスやアウ
トリーチなどを行うためには、職員の人員を増や
すか、登録者の中でそれらのサービス提供をする
対象者を絞り込む必要があるが、現実にはどちら
も難しいためだと考えられる。実際、登録人数、
フリースペース利用者の増加に比べ、訪問、面接
の数がそれほど増えてはいない。またBセンター
においては、制度上障害者別で職員配置に違いが
あり、他の障害担当者と協力はしていても1名配
置の知的障害担当者からは、利用者と一緒に動く
ようなサービス提供は難しいという意見が出され
た。
　これに対して、地域の中に様々な資源があり、
地域支援システムの中に位置づけられているCセ
ンターでは、他の施設で担えないフレキシビリテ
ィの高い、アウトリーチ的な個別支援を意識して
いる。対象者は長期入院者や他の施設に繋がりに
くい人を中心に考えており、利用者の要望や緊急
時の対応を大切にしたサービス提供をしている。
②グループ活動について、現在の状況と地域
　　生活支援センターの役割
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　利用者からの要望を大切に、それを支援するか
たちでのグループ活動を展開していきたいという
思いは、A、　B、　Cセンター職員に共通していた
が、それぞれの施設で現在行っている取り組みや
地域生活支援センターで行うべきだと考えている
グループ活動には違いがみられた。
　地域にさまざまなグループ活動を行う多様な通
所資源が存在しているCセンターでは、他の機関
と協力して、地域の誰でも行きやすい場所に、所
属している機関（作業所、病院など、Cセンター
も含む）に関係なく参加できるグループを作って
いくことが、地域生活支援センターの役割である
と考え、実行している。
　それに対して、地域に通所資源が少ないAセン
ターでは、行き場所がない人をAセンターに繋げ
るためにグループ活動を行っている。つまりAセ
ンターに来るきっかけ作りとしてのグループ活
動、何もないとAセンターに来られない人に対し
てのグループ活動を意識して行っている。これは
登録者のほとんどが地域の他機関にも所属し、多
様な通所資源がある地域のCセンターと、その登
録者の半分以上が他の機関を利用しておらず、通
所資源も限られている地域にあるAセンターとで
は、地域の中で期待される役割が異なり、登録者
のニーズにも違いがあるためだと考えられる。
　またCセンターがある地域にはすでに多くの自
助グループが存在するが、Aセンター、　Bセン
ターがある地域ではその活動が少ないため、共に
センターでの活動が自助グループや仲間づくりの
きっかけとなることをも視野に入れてグループ活
動を行っている。
　③フリースペースの活用と、地域生活支援セ
　　ンターのフリースペースの役割
　フリースペースの活用については、3センター
とも居場所機能（利用者がいつ来て、いつ帰って
もよく、それぞれ利用目的が違うが、あえてそれ
を問われず自由にいられる場所）を第一にあげ、
その必要性についても一致した考えをもってい
る。特にBセンターでは制度上は精神障害者対象
のフリースペースであるが、他の障害担当者か
ら、他の障害者にも同様の場所が地域の中に欲し
いという意見や、Bセンターにフリースペースが
一緒にあることによって、利用者にとって相談し
やすいのではないかという意見が上げられた。
　Cセンターがある地域では、多様な通所資源が
存在するため、地域生活支援センターにあるブ
リースペースの役割を、ドロップインセンターと
して、溜まり場、居場所機能に限定することを可
能にしている。それに対してAセンターやBセン
ターでは居場所機能の他にそこを利用してのグ
ループ活動も行っている。特にAセンターでは地
域に他の通所資源が少ないこともあって、日申30
～50人が利用する状況の中で、トラブル解決の話
し合いを行い、それがフリースペース内だけでな
く、あらゆる場面での問題解決技能を身に付ける
ためのグループ活動に発展したり、何もなくては
居られない利用者のために、利用者が役割を担う
クラブハウスについての勉強を始めるなど、ブ
リースペースから新たな活動が生まれてきてい
る。
　④地域生活支援センターでの仲間づくり、自
　　助グループの育成について
　Aセンター、Bセンターが自助グループの育
成、仲間づくりを地域生活支援センターの役割だ
と積極的に考えているのに対して、Cセンターで
は個別の相談があった場合に地域の申の自助グ
ループに繋げるのが役割だと考えている。
　これは先に述べたように、AセンターやBセン
ターがある地域には、まだ自助グループの活動が
ほとんどないのに対して、Cセンターがある地域
にはすでに多数の自助グループが存在しているこ
との違いによると考えられる。またCセンターで
は登録者はCセンター以外の機関も利用している
が、Aセンターでは、地域において、他の機関や
人との繋がりが弱い利用者が多いので、地域で生
活するための仲間づくりに重点を置いているとい
うことも考えられる。Bセンターにおいては、身
体障害担当者（当事者）が自助グループの育成に
特に力を入れ、その活動は障害種別の枠を越えて
広がっている。
　⑤就労支援について、現在の状況と地域生活
　　支援センターの役割
　就労支援については、3センターともそこが中
心となって積極的に行っていくというよりは、他
の機関と協力して、その機関との関係で役割分担
をしながら取り組んでいる。その内容は3セン
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ターとも、具体的な職場紹介や開拓は他の機関
で、就労前支援や福祉的就労などの支援を行って
いる。これは地域生活支援センターでは、利用者
のニーズを把握するなかで、利用者自身が就労を
生活の中でどう捉えているか、実際に生活する上
で就労をどう位置づけていくかに焦点をあて、利
用者と一緒に整理していくことに重点を置いてい
るからだと考えられる。地域生活支援センターの
役割としては、利用者の生活をトータルに考え、
利用者の就労に対するニーズがハッキリした時点
で、具体的な支援は適当な機関があればそこに繋
いでいくことになる。
　⑥コミユニテイワークについて、現在の状況
　　と地域生活支援センターの役割
　地域の状況によって、それぞれのセンターで担
う活動に違いはあっても、コミュニティワークが
地域生活支援センターの役割として期待されてい
ることは、3センターとも共通していた。
　Cセンターがある地域では地域支援システムが
構築されており、それを利用して、地域に必要な
資源開発などが行われている。コミュニティワー
クにおいても地域生活支援センターが中心になっ
て行っていくというより、地域生活支援システム
の中でCセンターが担うべき役割が決まってく
る。
　それに対してAセンター、Bセンターのある地
域では支援システムがまだできあがってはいない
ため、そのシステムを作る役割も担っている。つ
まり利用者から上がったニーズを地域に向けて発
信し、ネットワーク作りや新しい資源の開発に積
極的に関わっていくことが期待されている。どち
らの施設も職員の認識は一致しているが、実際の
取り組みは、Bセンターでは今後の課題であり、
Aセンターは新たなネットワーク作りや資源開発
に向けて地域への働きかけなど始めているが、ど
のようにシステムを作っていくかは模索中であ
る。コミュニティワークを行う上で重要なこと
は、その組織や中心的に動く人が地域の中で、い
かに関係機関、行政から信頼を得るかであるが、
Aセンター、Bセンターともにまだ新しいセン
ターであるため、まず信頼を得るための実績作り
が課題となっている。Aセンターでは関係機関の
連絡会や事例検討会で、きちんと利用者のニーズ
を把握し、それを地域の課題として提案できる
か、Bセンターでは、市町村からの相談や依頼に
対して、適切なアドバイスや対応をすることに
よって、信頼が築かれていくのだと考えられる。
　（2）　職員、地域関係者が考える地域生活支援
　　　センターの役割と機能
　i）3センター職員、A、　cセンター地域関係
　　者が上げた共通項目
　①ニーズ把握と情報発信
　Aセンターの特徴は開設2年目にして登録者が
200人を超えていることにある。これは地域に精
神障害者の資源が少なかったため、精神障害者の
地域支援の拠点を作ろうと様々な団体、個人が設
立に関わり、待望されてできたセンターであるこ
と、開設時に行政との連携によって、市の障害福
祉課、保健センターとともに、精神保健福祉の相
談窓口をAセンターに置いたことが関係している
と考えられる。またAセンターに登録する人の多
くが地域の他の資源に繋がっていないということ
は、それまで顕在化していなかったニーズがAセ
ンターによって明らかになってくるということで
ある。把握した多様なニーズに対して、Aセン
ターだけで対応していくことは不可能であるた
め、Aセンターに求められることは、集まってく
る個別のニーズをまとめ、それを地域の課題とし
て、地域の他の機関や行政に向けて発信していく
ことである。
　同様に対象者を限定していないBセンターは、
地域の中で今まで埋もれていた人が利用しやすい
窓口となった。Bセンターに集まってくる多様な
ニーズを把握し、それを地域に情報として発信し
ていくことで、新たな資源開発や施策に結び付け
ていくことが、Bセンターには期待されている。
　Cセンターがある地域では、様々なネットワー
クを利用して資源開発をしていくシステムがすで
にできている。そこでのCセンターの役割は、他
の機関との関係において決まってくるが、Cセン
ターに期待されていることは、個別支援を通して
把握したニーズを地域に向けて発信していくこと
や、地域で必要な資源の提案を行なっていくこと
などである。Cセンターが今後地域支援システム
の中でイニシアティブをとっていくためには、C
センターが地域の機関や行政からより信頼される
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表5　3センターの職員と地域関係者から挙げられた地域生活支援センターの役割と機能
職　員 地域関係者
ニーズ把握と情報発信 ニーズ把握と情報発信
資源の有効利用と開発 資源の有効利用と開発
ネットワークの構築 ネットワークの構築
Aセンター ケアマネジメント ケアマネジメント
地域住民への啓蒙活動 アウトリーチ
一番身近な相談窓口
継続した関わり
ニーズ把握と情報発信 資源の有効利用と開発
資源の有効利用と開発 ネットワークの構築
ネットワークの構築 ケアマネジメント
Bセンター ケアマネジメント 一番身近な相談窓口
一番身近な相談窓口 研修の機会の提供
他機関への専門的支援 地域全体のグランドデザイン
仲間づくり・自助グループの育成
ニーズ把握と発信 ニーズ把握と発信
Cセンター アウトリーチｼ機関への専門的支援
ネットワークの構築
Aウトリーチ
情報センターとしての機能
センターとなることが必要であり、そのための取
り組みが優先課題となっている。
　ii）A、　Bセンター職員と地域関係者が上げた
　　共通項目
　②資源の有効利用と開発
　資源の有効利用と開発は、Aセンター、　Bセン
ターでは、職員、地域関係者双方から上げられて
いるのに対して、Cセンターでは、どちらからも
出てこなかった。これは資源開発については、C
センターがある地域は地域生活支援システムの全
体の中で、考えられており、特に地域生活支援セ
ンターが中心となって行うことが期待されてはい
ないという状況が考えられる。
　A、Bセンターがある地域では、現在ある精神
保健福祉のサービスだけに注目するとかなり限定
されてしまうが、地域には一般市民対象の資源や
サービスで市民として利用できるもの、他の障害
者対象のものも視野に入れると、かなり多様な資
源が存在する。資源の有効利用として、障害別や
年齢別に分かれているサービスを見直しその利用
の幅を広げるなどの工夫をすること、それでも足
りない資源は、各センターが個別支援やケアマネ
ジメントなどを通して得たニーズを基に積極的に
地域に働きかけ、資源開発を行うことが地域支援
センターに求められている。
　特に3障害統合のBセンターでは、3障害種別
で発展してきた資源やネットワークを、生活支援
の視点に立ち、障害の枠を越えて利用することは
できないかの可能性を探り、他障害のサービスを
参考にしながら、新たなサービスの開発をするな
ど、3障害統合のBセンターだからできる資源の
有効利用や開発が期待されている。
③ケアマネジメント
　地域の中で何処にも繋がっていない登録者を多
く抱えるAセンターでは、利用者が何を求めてい
るのか、地域の中で暮らしていく為には何が必要
かを把握した上で、実際にその人にとって必要な
人や機関のネットワークをつくることが求められ
る。その手法として、ケアマネジメントに注目し
ている。
　また国が障害者ケアマネジメント実施事業とし
て位置づけている、市町村障害者生活支援事業、
地域療育等支援事業、精神障害者生活支援セン
ターの3つの事業を一緒に行っているBセンター
では、ケアマネジメントを行うのは最初から期待
されていたことであり、障害種別ごとに行われ
た、試行事業、モデル事業に取り組んできた。3
障害に分かれた資源の相互乗り入れや障害に捕ら
われない新たなネットワークの構築は、結局個別
のケアマネジメントを通して、障害を越えた施設
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利用やネットワーク構築の経験を蓄積することで
しか、成しえないのではないかと考える。Bセン
ターには、専門家自身も囚われていた障害種別の
枠をはずし、地域の中に障害別でない新しいネッ
トワークや資源を作っていくことが期待されてい
る。
　現在実際にケアマネジメントを行っているCセ
ンターの職員や地域関係者からあえて地域生活支
援センターの役割として、ケアマネジメントが上
げられなかったのは、Cセンターでケアマネジメ
ントを行うことはすでに当然のことになっている
が、地域生活支援システムの中でCセンターだけ
がケアマネジメントを提供しているのではなく、
Cセンターだけに求められる役割でもないと捉え
ているからだと考えられる。
　iii）A、　Bセンター職員と3センター地域関係
　　者が上げた共通項目
　④ネットワークの構築
　個別のニーズに合わせ、地域のサービスや資源
をコーディネイトしていくためには、地域におい
て有効なネットワークの存在が不可欠である。
A、Bの地域ではそのネットワークの構築が進ん
でいない。そこで、A、　Bセンターが中心となっ
て、地域にある資源間の連携を図っていくことが
求められている。
　また地域生活支援センターが適切な支援を行う
場合、自分たちのところで提供するサービスと、
他へ紹介するサービスとに仕分けをきちんと行
い、できるだけ地域の他のサービスに結び付ける
ことが必要となる。自分のところで直接抱え込む
サービスが多いほど、物理的に難しくなり、一つ
一つのサービスの質が低下する。他の機関に地域
生活支援センターからの依頼に応えてもらうため
には、日頃からの連携、相手との信頼関係が大切
であり、そのためにも、地域生活支援センターを
中心とした地域支援のためのネットワークの構築
は不可欠である。
　Cセンターではネットワークに関して、地域関
係者が地域生活支援センター中心の新たなネット
ワーク構築を希望しているのに対し、職員は現在
あるネットワークの維持が地域生活支援センター
の役割であると考えている。しかしケアマネジメ
ント機関として、生活支援の拠点としての機能を
考えると、利用者のニーズに添った、適切なコー
ディネイションをするためには、既存のネット
ワークを利用することはもちろんであるが、地域
生活支援センターが中心となった新たなネット
ワークの構築も必要である。
　iv）Cセンター職員とA、　Cセンター地域関係
　　者が上げた共通項目
　⑤アウトリーチ
　Cセンターがある地域では他の地域に比べ、精
神科病床数の減少が著しい。つまりそれだけ退院
者がおり、その受け皿が求められてきた。実際そ
れに対応する形で住居施設が増加し、地域で最も
必要とされることは、退院した人たちへの支援で
あった。Cセンターにおいてアウトリーチは、地
域関係者、スタッフ双方から上げられた、地域支
援センターの役割である。
　地域生活支援センターに期待される機能を語る
とき、アウトリーチは常に上がるサービスである
が、実際それを提供するのは難iしい。なぜなら相
手の同意なしに、訪問もサービス提供もできない
からである。アウトリーチするためには、利用者
との信頼関係が前提となる。またその背後には他
機関、特に医療機関との連携も欠かせず、他機関
からの理解がない中での活動はトラブルにもな
る。この地域でアウトリーチが頻繁に行われてい
るのは、その背景に他機関とのネットワークがき
ちんと結ばれ、アウトリーチに対する協力がある
からだと考えられる。利用者との信頼関係も直ぐ
にできるわけではなく、変化を嫌う利用者に対し
て、今まで頼りにしていた職員から地域生活支援
センター職員への変更には、大きなハードルがあ
る場合もある。Cセンターの職員が住居資源の担
当を持ち、その支援に関わることは、この変更を
スムーズに行えるきっかけとなり、さらに利用者
のニーズに寄り添った具体的なサービスを提供す
ることで、利用者の信頼を得やすくなることも考
えられる。利用者に選択してもらえるような地域
生活支援センターからの働きかけが重要であり、
そういった前提があって初めて、アウトリーチは
有効に機能していく。
　またこの地域は長い期間をかけての生活支援の
取り組みにより、多様な社会資源があるため、他
の機関の隙間を埋めるサービスを地域生活支援セ
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ンターが行うという場合、そのサービスが比較的
ハッキリと分かる。それがCセンターでは、自由
に動けるフットワークとフレキシビリティを生か
した、アウトリーチであるといえる。
　一方Aセンターでも、地域の関係者、特に医療
機関関係者から、Aセンターに期待する役割とし
て、アウトリーチが上げられている。しかし登録
人数が多いAセンターでは現場スタッフの動きに
おのずと限界があり、積極的にアウトリーチを行
なうためには、まずは地域支援システムを考え、
他機関との連携のもとに、対象をかなり絞ってい
くことが必要である。
考　察
　1．個別支援（ケアマネジメント）
　国の施策として地域生活支援センターが障害者
ケアマネジメントの実施機関として位置づけられ
ている以上、地域生活支援センターでどのように
ケアマネジメントを導入していくかの議論は避け
て通ることはできない。2000年に行なわれた全国
状況調査5）においても、ケアマネジメントを現在
実施している施設は28％と少ないが、今後行いた
いと希望しているサービスではケアマネジメント
が一番高い％を示しており、多くの地域生活支援
センターでケアマネジメント導入を視野に入れて
いることがわかる。
　精神障害者に対するケアマネジメントについて
考察した北川は、社会資源が少ない日本では利用
者のニーズ充足のためにサービスの開発とケアマ
ネージャーによる直接サービスの機能が重要であ
ることを指摘し、利用者や環境のもつ強さ（スト
レングス）に焦点を当てたストレングス視点を基
盤にした新たな援助関係に基づいた個別性の高い
ケアマネジメントモデルの必要性について述べて
いる6）。
　今回の調査において、地域生活支援センターに
は、既存の社会資源の有効利用や開発が役割とし
て期待されていることが明らかとなった。また多
くの地域生活支援センターで、地域の状況や利用
者のニーズに応じた具体的なサービス提供も行っ
ている6）。つまり、地域生活支援センターで行う
ケアマネジメントには、サービスの仲介および調
整だけではなく、北川が指摘したように、資源の
開発も視野に入れ、必要なサービスの提供を直接
行うことも内包したケアマネジメントモデルが適
当だと考えられる。
　2．　コミュニティワーク
　地域生活支援センターが事業として開始された
時の運営要項をみると、その業務内容に地域交流
が、留意事項に自主的活動の育成、ボランティア
の育成、関係機関等との連携が上げられ、当初か
ら地域生活支援センターに何らかのコミュニティ
ワークを行っていくことが期待されていたことが
分かる。しかし全国の地域生活支援センターで実
際に行われている活動内容をみると、日常生活の
支援や相談援助が中心となっているところが多
い6）。これは地域生活支援センター一・が、病院中心
主義から地域中心へと施策転換がなされ、病院の
長期入院患者を地域で受け入れるために地域生活
支援を行うことを目的として法定化された施設で
あるから、個別支援からその活動を始めることは
ある意味自然のことである。つまり地域住民の精
神障害者に対する偏見等が強く、地域に精神保健
の社会資源が少ない中では、個人のネットワーク
や既存の資源の活用によって、地域生活を送るこ
とが難しい利用者が多く、それをカバーするため
に、地域生活支援センターが直接的なサービスを
提供することが求められていたと考えられる。し
かし物理的にすべてのサービスを地域生活支援セ
ンター1カ所で提供できるわけではなく、またそ
れが役割でもない。地域の中で1つの施設がすべ
てのサービスを提供し、そこで完結してしまうこ
とは、利用者の抱え込みに繋がる。人の生活は地
域の中にあるさまざまなサービスを、その人の
ニーズによって複合的に利用し成り立っている。
地域生活支援センターの役割は利用者が地域の中
で生活していくためのネットワークを利用者と一
緒に考え、そのニーズによって必要な資源と結び
つけながら、作っていくことにある。
　つまり地域生活支援センターで取り組むべきコ
ミュニティワークとは、そこに登録した利用者の
ケアマネジメントを行う中でみえてきた利用者の
ニーズにそったネットワークの構築であり、サー
ビスの開拓や資源開発などの環境醸成である。今
回調査した3センターからは、個別支援と共に
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「ニーズ把握と情報発信」「資源の有効利用と開
発」「ネットワークの構築」等のコミュニティ
ワークが、重要な地域生活支援センターの機能と
して上げられた。特にネットワーク構築において
は、個別支援のネットワークづくりに留まらず、
利用者や地域住民を含めた、地域ネットワークの
形成と展開を推進していくことが、地域生活支援
センターにとって重要な役割となる。田中は「地
域ネットワークは、精神障害者の地域生活支援に
期待されるシステム構成員を結び付ける動力であ
り、それ自体がシステムを形成する推進力であ
る」1）と述べている。さらに地域ネットワークは
社会資源開発の実現手段としても重要である。
　3．　コミュニティソーシャルワークの拠点とし
　　ての地域生活支援センター
　バークレー報告で打ち出されたコミュニティ
ソーシャルワークという考え方を大橋は日本に取
り入れ、「コミュニティソーシャルワークには、
フェイス・ツー・フェイスに基づき、個々人の悩
みや苦しみに関しての相談（カウンセリング的対
応）やサービス提供する個別援助（ケアマネジメ
ント）の部分とそれら個別援助を可能ならしめる
環境醸成やソーシャルサポートネットワーキング
づくりとの部分があり、コミュニティソーシャル
ワークはそれらを統合的に展開する活動であ
る」7）と定義した。大橋は地域自立生活支援を具
現化するためには、コミュニティソーシャルワー
クという考え方に基づく実践がどれだけ展開でき
るかにかかっていると主張している。
　地域生活支援センターには地域の状況、グラン
ドデザインを念頭に、地域の精神保健のリーダー
シップを取り、地域全体に働きかけていくことが
期待される。それは支援を必要とする人の声を直
接聞き、そのニーズに応じた個別支援（ケアマネ
ジメント）を行うと同時に、それを個別支援で終
わらせるのではなく、地域の課題として、地域の
環境醸成に取り組んでいくこと、コミュニティ
ワークの実践を行うことである。これはまさに、
大橋が主張している、コミュニテイソーシャル
ワークにほかならない。
　社会福祉の援助技術のなかで間接援助技術であ
るコミュニティワークは、直接援助技術である
ケースワーク、グループワークと共に、社会福祉
における専門的な方法、技術として位置づけられ
ているが、実践現場におけるソーシャルワーカー
の活動は、とかくどちらかに偏りがちであった。
しかし援助技術において統合理論（三つの方法を
統合することによって、地域福祉に対するソーシ
ャルワーカーの専門的な援助能力を強化しようと
するアプローチ）が注目されてきたように、地域
生活支援を行う場合、ソーシャルワーカーには、
ケースワーク、グループワーク、コミュニティ
ワークすべての方法についての知識とそれを実行
する技術が求められる。個別支援をすることに
よって生まれたネットワークを個人への特定な支
援で終わらせず、それをコミュニティワークの実
践に生かしていくことがコミュニティソーシャル
ワーカーの専門性であるとしたら、それを地域の
最前線で行うことを目的として法定化された施設
が、地域生活支援センターであると捉えることが
できる。
　地域の状況に合わせて何でもできる自由度の高
い施設であるということは、地域で必要なものす
べてをそこで担うということではなく、その地域
の状況に合わせた役割を担うこと、つまり、地域
の生活支援システムを考え、その中で適切な役割
を取ることが求められる。そこには自分たちで今
取り組むべき課題と他へ委ねることの選択、委ね
るための工夫と働きかけ、必要な資源の開発が求
められる。地域においての機関としての地域生活
支援センターの役割は専門職としてのソーシャル
ワーカーの役割とも重なる。最も大切なのは、向
き合う先は常に利用者であり、そのニーズ把握な
くして支援は始まらないということであり、その
利用者に一番近いところで、キャッチしたニーズ
を基に地域全体の支援システムを構築していくこ
とが、地域生活支援センターの役割である。
結　論
　地域生活支援センターは、利用者が地域住民の
1人として、地域の中で主体的に生活していける
ように支援する機関である。各地域生活支援セン
ターが提供している具体的なサービスには、地域
の特徴やその設立背景などにより違いはあるが、
どんな異なった地域にある地域生活支援センター
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においても、利用者主体の地域生活支援を展開し
ていくためには、個別支援（ケアマネジメント）
とコミュニティワーク両方の機能をバランスよく
行う、コミュニティソーシャルワークの拠点とし
ての機能が求められている。
研究の限界と今後の課題
　地域生活支援センターの役割と機能を考える場
合、実際に地域生活支援センターを利用してい
る、利用者自身の意見が最も重要である。今後利
用者が期待する地域生活支援センターの役割と機
能について明らかにし、今回の調査結果と付き合
わせる必要がある。また今回の調査は3施設と事
例数が少ないため、得られた結果に偏りがあるこ
とが想定される。今回調査対象から除いた退院促
進型の施設を含め、異なる条件の地域にあるより
多くの地域生活支援センターに対して同様の調査
を行い、研究を深める必要がある。
（本論文は北海道医療大学看護福祉学研究科修士
学位論文の一部を省略・加筆・修正したものであ
る）
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